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１ はじめに

大規模な土地の形状の変更、工作物の新設等の事業を行うに当たって、そ

の事業が環境に及ぼす影響について、事前に調査、予測及び評価を行い、そ

の結果を公表して住民等の意見を聴き、適切な環境保全対策を講じることを

通じ、より環境への影響に配慮した事業とする環境影響評価（環境アセスメ

ント）の実施は、環境の保全上極めて重要な手続である。

平成28年３月10日京都府知事から府環境審議会に「環境影響評価条例施行

規則の一部改正について」の諮問があり、当審議会はこれを環境管理部会に

付議し、部会で対象事業の追加に関する課題や追加する対象事業の方向性に

ついて審議を行った。

本答申は、府環境影響評価条例の対象事業の追加について、その方向性と

課題について取りまとめたものである。

京都府においては、本答申を踏まえ、速やかに所要の改正が行われること

を期待する。

２ 制度をとりまく状況について

（１）現状の制度

○ 我が国の環境影響評価制度は、国による全国一律の制度と各自治体

が地域特性を踏まえ、国の制度の対象事業以外の事業及びより小規模

な事業を対象とする制度が一体となって、環境保全に配慮した事業が

実施されるよう運用されている。

○ 京都府の制度としての環境影響評価は、まず、平成元年５月に制定

した「京都府環境影響評価要綱（平成元年京都府告示第２９５号」（以

下、「府要綱」という。）に基づき実施され、平成１０年１０月には

「京都府環境影響評価条例（平成１０年京都府条例第１７号）」（以

下、「府条例」という。）を公布、平成１１年６月１２日施行以後は

条例による環境影響評価が実施されている。

○ 府条例は、制定以降、環境影響評価について住民の理解の向上及び

参画の促進の観点から、事業者による方法書等のインターネットの利

用等による公表、方法書説明会の開催等の手続を新設する改正を平成

23年に行い、これまでの環境影響評価より柔軟な環境保全措置等を可

能とするため、事業計画の立案の段階で実施する環境影響評価手続を

導入（計画段階配慮書手続）するための改正を平成25年に行うなど、

必要な制度改正を行ってきた。
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○ 平成元年の府要綱の施行以降、府（京都市の制度による手続を除

く。）においては、道路９件、レクリエーション施設６件、廃棄物焼

却炉３件、土地区画整理事業２件、鉄道1件、発電所1件の計２２件に

ついて環境影響評価手続が行われてきた。

（２）対象事業の状況

○ 京都府では地域の特性を踏まえ、府条例により法の対象外である事

業の追加（横出し）や法の対象事業よりも規模の小さな事業の追加（す

そ下げ）をすることで、１７種類の事業を環境影響評価手続の対象と

し、平成24年には、対象事業である発電所として、風力発電所を追加

した。

○ 面開発事業（造成事業）としては、工業団地の造成事業、住宅団地

の造成事業、リクリエーション施設用地の造成事業など９種類（複合

開発を含む。）の事業について造成目的を特定した上で対象としてい

る。

３ 対象事業追加の必要性について

○ 府条例の面開発事業（造成事業）については、２（２）のとおり造成目

的を特定した上で対象としているが、社会情勢の変化や科学技術の進展に

より、現在の対象事業である面開発事業と環境への影響が同程度であるも

のの、対象となっていない事業が存在する。

○ 今後も、府内において現在対象事業となっていない土地の造成事業が実

施される可能性も否定できないことから、現在の対象事業と同様の土地造

成を行い、環境影響のおそれが同程度であると想定されるものを対象とす

ることで整合を図る必要がある。

○ 追加する事業は、現在の対象事業以外で、環境への影響が他の面開発事

業（造成事業）と比べて同程度であると想定される土地の造成事業とする

ことが適当である。

○ 対象規模については、現在の対象事業と同様の土地造成を行い、環境影

響が同程度であると想定されるものを追加することとしていることから、

現在対象となっている面開発事業（造成事業）と同じ規模（造成に係る土

地の面積）に設定することが適当である。




